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１ 昭和村社会福祉協議会の概要

はじめに ～社会福祉協議会とは？～

■ どんな仕事をしているの？

社協は・・・

１ 福祉のむらづくり

各市区町村ごとに設置され、地

域の人々が抱えているさまざまな

福祉課題を地域全体の問題として

とらえ、皆で支えあい・学びあい

「誰もが安心して暮らせる、人に

やさしい福祉のむらづくり」をす

すめます。

２ 共に考え活動

地域のみなさん、ボランティア

や福祉ＮＰＯ、民生委員児童委員、

保健・医療・教育などの関係機関、社会福祉施設や関係団体、行政機関などの参加

協力を得ながら共に考え活動をすすめます。

３ 民間非営利の福祉団体

自主性と公共性という２つの側面を合わせもった民間非営利の社会福祉団体で

す。

４ 地域福祉の中核機関

社会福祉法にも「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」として規定され、

地域福祉の中核機関として位置付けられています。

昭和村社会福祉協議会 基本理念 （平成２５年４月１日制定）

昭和村社会福祉協議会では、使命である地域福祉を推進するために、全役職員が共通

認識を持つとともに地域住民に社会福祉協議会に対する理解を深めていただくことを目

的に基本理念を制定しています。

私たちは、地域福祉を推進するために、地域の皆さんや

関係機関と協力しあい、「誰もが幸せに」暮らせる福祉の村

づくりを目指します
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社協の組織

平成２８年度の本会の会員及び組織の概要は、次のとおりです。

（平成２８年度末現在）

１ 会員の状況

本会を支えてくださっている会員及び会費は、次のとおりです。

項 目 会 費 会 員 数 納 入 額

一般会費 １，０００円 １，８６１世帯 １，８６１，０００円

特別会費 ５，０００円 ５５口 ２７５，０００円

賛助会費 ５，０００円 １２口 ６０，０００円

合計 ２，１９６，０００円

２ 組織等

３ 事務局

職 種 形 態 職員数

事務局長 １人

事務局次長 １人

係長代理 ２人

総務地域係 正規職員 ２人

嘱託職員 ３人

臨時雇用職員 ７人

非常勤雇用職員 １１人

係長代理 ３人
在宅福祉係

正規職員 ４人

嘱託職員 ６人

臨時雇用職員 ８人

非常勤雇用職員 ３人

計 ５１人

＜理事会＞ 評議員 ２５人

・会 長 １名
・副会長 ２名 監 事 ２人
・理 事 ９名

総務地域係

事務局長 事務局次長 在宅福祉係
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平成２８年度基本方針

近年の地域社会は、少子高齢化の進行や世帯構成の変化による単身世帯の増加、生活様

式や価値観等の多様化、家族の就業形態の変化など様々な要因が関連し、人間関係の希薄

化が進んでおります。さらに、社会的孤立の問題、虐待や権利擁護の問題、高齢・障害・

ひとり親・生活困窮といった対象者別の制度では解決できない問題など地域における生活

課題は深刻化しています。

また、国においては社会福祉法等の一部を改正する法律案が審議され、社会福祉法人の

公益性・非営利性を確保する観点から制度を見直し国民に対する説明責任を果たし地域社

会に貢献をする在り方も強く求められています。

こうした状況の中、平成２８年度事業においては、昭和村社会福祉協議会は社会福祉法

人の役割と社会福祉協議会の使命を根底に基本理念に基づき、地域の方々や関係機関との

連携強化、地域におけるさまざまな福祉活動支援など地域福祉を推進し、「誰もが幸せに」

暮らすことができる福祉の村づくりに取り組み、事業運営の透明性・公平性を確保し、住

民の身近な組織として地域から信頼される社会福祉協議会を目指しました。
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２ 社協と村との協働関係

村からの受託事業 １０事業 １,０02万円

本会では、次の事業を昭和村から委託を受けて行いました。

事 業 名 受託額 付 記

■福祉団体支援事業業務 5,000,000円 ・団体事務人件費

■生活支援型訪問家事援助事業 99,840円 ・48回

■地域支援介護予防通所事業 1,199,000円 ・230人。講師派遣6回

■食の生活自立支援事業 1,100,800円 ・1,376食

■家族介護教室･交流事業 150,000円 ・外出事業1回、教室事業1回

■介護用品支給事業 971,137円 ・介護用品支給、事務費

■一人暮らし高齢者交流事業 412,000円 ・交流68人、宿泊事業22人

■介護予防ｻｰﾋﾞｽ計画策定事業 975,600円 ・222人

■移動支援業務事業 40,275円 ・48回

■地域支援ケア輸送ｻｰﾋﾞｽ助成事業 76,160円 ・34回

計 10,024,812円

社協と村とで築く福祉の村

昭和村社会福祉協議会 昭和村役場
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村からの補助事業 ３事業 ６５６万円

村からの補助を受けて、次の事業を行いました。

事 業 名 補助額 付 記

■地域福祉活動推進事業 5,861,000円 ①ボランティアセンター設置事業経費
②地域福祉（活動）計画策定事業経費
③共同募金支会事務局経費
④ふれあいいきいきサロン支援経費など

■シルバー人材センター 700,000円
運営事業

■認知症高齢者等福祉 1,500円 ・125円×12回
ｻｰﾋﾞｽ利用支援事業 ＊対象者 １人

計 6,562,500円

村からの指定管理事業 ４事業 約１億3,769万円

村から指定管理者の指定を受けて、次の４施設の運営を行いました。

期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日

事 業 名 収入額 付 記

■「昭和の湯」運営事業 31,400,330円 ①利用料金収入等

■デイサービスセンター「昭和の 71,444,687円 ①介護報酬収入、利用料収入等

里」運営事業

■昭和村学童クラブ運営事業 33,530,800円 ①村からの協定金 18,755,000円

②保育料収入 14,775,800円

■昭和村ふれあい館運営事業 1,316,500円 ①村からの受託金 1,199,000円

②食費 117,500円

計 137,692,317円

付記：各事業の実績状況は、別途記載しています。



 

平成２８年度

収入 会費収入 2,220,000 支出 人件費支出 124,351,463
寄附金収入 1,229,719 事業費支出 77,126,489
経常経費補助金収入 9,996,608 事務費支出 1,182,009
助成金収入 92,000 共同募金配分金事業費 456,170
受託金収入 28,821,088 助成金支出 1,220,130
事業収入 45,362,942 負担金支出 30,094
負担金収入 0 流動資産評価等による資金減少額 18,463
介護保険事業収入 99,731,639 固定資産取得支出 3,156,986
保育事業収入 14,775,800 退職積立支出 4,328,640
障害福祉ｻｰﾋﾞｽ等事業収入 1,580,160 支出合計 211,870,444
受取利息配当金収入 109,783
その他の収入 895,389 収入合計 204,923,128
施設整備等補助金収入 108,000 支出合計 211,870,444
収入合計 204,923,128 収支差額 -6,947,316

支出

※収支差額分は前年度繰越金を充当

受託金収入, 
28,821,088 , 14%

事業収入, 
45,362,942 , 

22%

介護保険事業収

入, 99,731,639 , 
49%

収 入

人件費支出

[値], [パーセン

テージ]

事業費支出

[値], [パーセン

テージ]

4,328,640 , 2% 支 出

３ 収入・支出の概要 収支差額 △６９４万円

 6
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４ 法人運営部門

基本目標
「地域に親しまれる団体として適正で開かれた法人の運営を組織的
に行います」

（１）経営面に配慮しながら地域ニーズに合わせた的確な事業展開
（２）適正な事業運営ができる職員配置
（３）係間の連携強化及び職員間の共通認識の構築
（４）透明性・公平性を高めるための積極的な情報公開

決算額 ２,０２０万円

（１）理事会・評議員会・監事会の開催

法人の適正な運営を図るために理事会・評議員会・監事会を開催しました。

１ 理事会

理事会は、法人の業務の決定機関であり、事業報告や収支決算、事業計画、収支予

算、規程の改廃、その他重要事項について協議しました。

■開催状況 5/27 ７/１ １２/２０ ２/２０ ３/２９ 計５回

２ 評議員会

評議員会は、法人の重要事項の議決機関であり、理事の選任、事業報告や収支決算

等について審議しました。

■開催状況 5/27 ６/１６ １/１３ ３/２９ 計４回

３ 監事会

監事会では、理事の業務執行状況や法人の財産状況について監査しました。

■開催状況 5/１９ 12/８ 計2回

（２）正副会長会議・委員会・職員会議の開催

１ 正副会長会議
正副会長会議は、正副会長及び管理職員が出席し、適正な法人運営のための連絡調

整や事業収入の増加と経費削減による経営戦略等について協議検討等しました。
■開催状況 計12回
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２ 委員会

社会福祉協議会の専門的な事項について会長の諮問に答えるため各種委員会が設置

されています。

○ボランティアセンター運営委員会

ボランティアセンター及び善意銀行の運営に関する事項の審議を行いました。

■開催状況 １２/2 計１回

○シルバー人材センター運営委員会
シルバー人材センターの運営に関する事項の審議を行いました。
■開催状況 １１/２４ 計１回

３ 職員会議
職員間の業務連絡調整や情報共有を図るために職員会議を開催しました。
■開催状況 計１２回

（３）適正な役職員の人事・労務管理

労働基準法等関係法令に従い適正な役職員の人事・労務管理に努めるとともに離職の少
ない安定をした職場内環境の整備と労働への意欲動機を高めるために非正規職員の処遇改
善に取り組みました。また、第２次発展強化計画の改善実行に係る労働環境改善検討会議
において「働き方改革」を提言しました。

（４）事業の効率化の推進

第２次発展強化計画の改善実行に係る検討会議等において事業の効率化の推進を図りま
した。

■労働環境改善検討会議
労働環境改善検討会議では、業務の効率化について提言をしました。

（５）資格取得の促進及び人材育成

職員の福祉関係国家資格等の取得を支援するとともに各種研修会等に積極的に参加をさ
せました。また、正規職員に関しては「職務階層別研修」制度を導入しました。

（６）事業収入の増加と経費削減の徹底

正副会長会議及び職員会議において事業収入の増加と支出削減について協議検討をする
とともに第２次発展強化計画の改善実行に係る検討会議において各種サービスの増収及び
経費削減について協議検討をしました。また、民間財源の有効活用を図るために各種助成
事業を積極的に申請をしました。
１ 介護事業所増収検討会議

介護事業所増収検討会議では、訪問介護事業所の特定事業所加算Ⅱの新規算定につ
いて協議検討をしました。

２ 無駄なし実行計画策定検討会議
無駄なし実行計画策定検討会議では、無駄なし実行計画の策定をしました。

３ 民間財源の有効活用
■申請件数 １２件 内採択件数５件
児童書セット全４０冊、冷蔵庫・冷凍庫・リビングファン、プロジェクター・ス
クリーン、送迎用福祉車両、災害用具等保管用倉庫

（７）情報公開の促進

１ 社協だよりの発行

法人及び事業運営の透明性を確保するとともに情報を積極的に公開するために「社協
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だより」を年３回発行しました。

■５月２５日号（第７４号）

■９月２５日号（第７５号）

■１月２５日号（第７６号） 各２，３００部

２ 法人ホームページの開設

ＩＴ環境の普及に対応をした情報公開を図るとと

もに広く村内外に情報を発信するために法人のホー

ムページを開設しています。

３ 社協のしおりの発行

社会福祉協議会の概要や活動内容を詳細に紹介をするための

社協のしおりを発行し関係者及び関係機関に配布をしました。

（８）職員研修会及び各種検討会議の開催

職員研修会及び職場内研修会を開催し職員の資質向上に努めました。また、第２次発展

強化計画の課題を改善するための検討会議を設置しました。

１ 職員研修会

２月２４日 視察先「特定非営利法人三松会」「栃木県防災館」
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２ 職場内研修会

１２月２２日・２月２２日 「倫理及び法令遵守について」

３ 各種検討会議

労働環境改善検討会議、学童保育連携検討会議、指定管理者制度検討会議、昭和の

湯増収検討会議、介護事業所勤務体制検討会議、介護事業所増収検討会議、心労軽減

検討会議

（９）事業内容の精査及び事業に合った組織体制の見直し

事業実態等に合わせて総務地域係に係長代理を２名（総務担当・地域福祉担当）、在宅

福祉係に係長代理を３名（居宅介護支援担当・訪問介護担当・通所介護担当）を試行的に

配置し業務の適正かつ円滑な運営に努めました。
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５ 地域福祉部門

基本目標
「地域住民主体による地域福祉を推進するために、地域の皆さんの
参加・協力による助け合い、支え合いの福祉活動を展開します」

（１）地域福祉活動の事業内容に見合った財源の確保
（２）事業を効果的かつ効率的に展開するための改善
（３）住民意識を高め、地域ニーズを把握するなどの計画的な事業展開

決算額 ４,０４４万円

（１）地域福祉活動推進のための村への補助金要望

地域福祉活動の推進に必要な財源を確保するために村に対しその必要性を説明し補助金
の増額要望等を積極的に行いました。

（２）地域福祉活動事業の内容検証及び整理
（見守り支援事業の推進等）

（事業区分：村共同事業）
小地域を対象にひとり暮らし高齢者や家に閉じこもりが

ちな方々が、仲間づくりや生きがいづくりに気軽に出かけ
られるサロン活動を推進するとともに、必要な活動費の助
成をしました。また、地域包括支援センター等関係機関と
共同で今後のふれあい・いきいきサロン等小地域福祉活動
や見守り支援事業について協議検討をしました。
■ふれあい・いきいきサロン数 ３０箇所
■福祉委員委嘱者数 ２９人
■ふれあい・いきいきサロン連絡会 ３月２７日開催

（３）災害時における取り組み内容の検討

（事業区分：村補助事業）
災害時の支援に必要となる知識の習得を図るために職員を研修会に参加をさせました。

また、災害時に必要となる備品等の整備を段階的に行いました。
■整備した備品等
軽トラック、災害用具等保管用倉庫、スノーダンプ、一輪車など
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（４）地域住民参画による地域福祉活動の推進
（地域福祉活動計画の策定）

（事業区分：村共同事業）
昭和村との共同で行政が策定をする地域福祉計画及び社会福祉協議会が中心となって策

定をする地域福祉活動計画に係る策定委員会、住民座談会及び作業部会を開催しました。
■策定委員会 ８月１２日 計１回
■住民座談会 貝野瀬・生越地区、中野・長者久保・大河原・追分・赤谷地区

糸井地区、赤城原・松ノ木平地区、永井・入原・川額地区
森下・橡久保地区 計６回

■作業部会 村職員及び社会福祉協議会職員で構成し適宜開催をしました。

（５）ボランティアの育成及び活動推進
（ボランティアセンターの運営）

（事業区分：村補助事業）

地域で生活している人々が中心となり、各種の地域福祉活動や主体的な参加をとおし、

ボランティアを身近に感じてもらうことで、住民の福祉意識向上に努め、福祉ニーズの解

決が図られるよう地域支援体制の整備と協働の輪を広げていくことを目的にボランティア

センターを開設し運営をしました。

１ ボランティア協議会の活動支援

昭和村ボランティア協議会に助成をするとともに事務局として活動を支援しました。

■主な活動 配食サービス、環境整備、友愛訪問など

２ ボランティア活動保険の加入助成

地域のボランティア活動の活性化を図るためにボランティア活動保険の加入を促進す

るとともに保険料の一部を助成しました。

■助成者数 １４７名

３ 個人ボランティアの登録及び派遣
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地域のボランティア活動を希望される個人等を把握・登録し、ボランティアを必要とす

る施設や地域の福祉活動を紹介しました。

■登録者数 個人５名・団体１組（前年度１２名）

■派遣回数 ４回（前年度３回）

４ ボランティアセンターだよりの発行

ボランティアセンターの活動報告やボランティアに関する情報を提供するためにボラ

ンティアセンターだよりを発行し村内に回覧をしました。

■発行回数 ７回

５ ボランティアスクールの開催

子どもたちが家族と一緒に福祉について学ぶためのボランティアスクールを開催しま

した。

■７月１０日 親子９組２４名 東日本盲導犬協会

６ 小中学校福祉作文・ポスターコンクールの実施

明日を担う児童・生徒が日常生活の中で福祉について考え、気付きを通して「優しさ

や豊かな心を育むこと」を目的に小中学校福祉作文・ポスターコンクール実施をしまし

た。

■授賞式は１０月２日開催の福祉まつりにおいて実施

■応募作品 ポスターの部 ５件

作文の部 ５件
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７ 福祉教育の充実

村内小学校児童が学業を通じて互いに福祉について考え学び、理解を深めることを目
的に福祉教育の充実を図りました。
■職員派遣数 東小学校２回、南小学校２回、大河原小学校５回
■受 入 回 数 ８回

８ エコキャップの収集活動

ペットボトルのキャップを集めることにより、

発展途上国の子ども達にワクチンを届けるボラン

ティア活動を通じ、地球の環境保全と世界の子ど

も達の命を守ろうというエコキャップ推進運動に

取り組みました。

■３月末現在 累計１,４２８㌔ 614,040個

ワクチン６６２.５人分

９ 善意銀行（寄付金） 計２６件 １，２２９，７１９円
「福祉に役立てて欲しい」と、多くの個人 、団体から寄付金品をいただいております。

【主な使い道】

■ふれあい・いきいきサロン助成金 ３３０，０００円

■子育支援施設助成金 １００，０００円

■福祉協力校助成金 １３０，０００円

■障がい者等職業訓練協力事業 １１４，８００円

■ボランティア協議会助成金 １８０，０００円

■ボランティア活動保険加入助成金 ２２，１３０円

■学童クラブＡＥＤ賃借料 １９０，５１２円

■福祉まつり ８４，９２６円 など

たくさんの善意 ありがとうございます。

昭和村ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ協議会（福祉バザー）

319,394円

味の素ファインテクノ(株) 211,558円

昭和村ゴルフクラブ連合会 200,000円

昭和村舞踊協会 109,873円

昭和村老人クラブ連合会（一円玉募金）

99,809円

その他 ２０件 289,085円

計 ２５件

物 品 １件

※敬称略
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（６）各種団体等の活動支援及び助成

（事業区分：村受託事業）

村内の地域福祉や高齢者の生き甲斐対策、高齢者対策として、次のような各種団体の

事務局を担当しています。なお、昭和村からは、これら団体事務人件費として、「福祉団

体支援事業業務」を受託しています。

＊平成２８年度委託費 ５００万円（人件費相当）

団 体 名 主 な 活 動

１ 昭和村老人クラブ連合会 スポーツ大会（村）、輪投げ大会（村・郡・県）、

囲碁・将棋大会（郡）、グラウンドゴルフ大会（郡）

ゲートボール大会（村・郡）、役員研修会、一円玉募金など

２ 昭和村母子会 活動休止中

３ 昭和村身体障害者の会 グラウンドゴルフ大会（県）、温泉保養事業（村・郡）

ふれあいの会など

４ 昭和村手をつなぐ親の会 奉仕作業、福祉バザー、親睦会、交流事業など

５ 昭和村更生保護女性会 社会を明るくする運動、薬物乱用防止活動、

視察研修会（日帰り：毎年１回、宿泊：２年に１回）など

６ 昭和村遺族の会 戦没者追悼式（全国、県）、護国神社例大祭参列、

靖国神社参拝（２年に１回）など

（７）福祉育成援助活動の充実

（事業区分：独自事業）

村内外の小中学校等の体験学習等の受け入れをしました。また、村内小学校に福祉協力

校として福祉活動費の助成をしました。
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１ 福祉ボランティア体験

■８月１日 昭和中学校 ７名

■８月 ２日 昭和中学校 ７名人

２ 昭和中チャレンジウィーク

■１１月８日～１１日 ３名

３ 職場見学
■１１月９日 昭和中学校 ５名

４ 福祉体験学習
■１０月１２日 薄根中学校 ４名

５ 相談援助実習
■４８日間 ２名

６ 同行訪問
■２日間 １名

７ 介護実習
■９月２９日・３０日 １名

８ インターンシップ
■６月２０日～２４日 利根商業高校 １名

９ 福祉協力校への助成
■南小学校 ６４，０００円
■東小学校 ４３，０００円
■大河原小学校 ２３，０００円（各前年度同額）

１０ 高齢者疑似体験装具の貸し出し
加齢に伴う心身の変化を疑似的に体験し、その不自由さを身をもって経験することがで

きる装具の貸し出しをしました。

■実績なし（前年度 実績なし） 福祉教育で使用。その他車椅子を学校へ貸し出し。

（８）低所得世帯への生活指導及び資金援助

低所得世帯に対して必要な支援をするとともに生活指導及び資金援助を行いました。
１ 生活福祉資金貸付事業（事業区分：県社協受託事業）

生活基盤の確保と生活保護世帯への移行を防止するため、生活援助や貸付援助を行い

ました。

■３月現在利用者数 １名（前年度２名）

２ 生活困窮者自立相談支援事業（事業区分：県社協受託事業）

生活困窮者が抱える多様な問題の相談に応じ必要な支援を行いました。

■支援調整会議 ４回（前年度２回、その他の支援１回）

３ 生活困窮者見舞金品贈呈事業

生活困窮者の生活経済を支援するために見舞品を贈呈しました。
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■６件（前年度９件）

４ 日常生活自立支援事業利用料助成（事業区分：村等共同事業）

低所得者の日常生活自立支援事業の利用料を助成しました。

■３月現在利用者数 １名（前年度１名）

５ 介護保険利用者負担減免措置（事業区分：独自事業）

低所得者に対し、社協が運営する介護保険サービスの利用料を減免しました。

■３月末現在利用者数 ３名（前年度３名）

６ 障害福祉サービス利用者負担減免措置（事業区分：独自事業）

■実績なし（前年度 実績なし）

（９）高齢者の生きがいの充実及び社会参加等福祉の増進
（シルバー人材センターの運営）

（事業区分：村補助事業・県長寿社会づくり財団補助事業）

高齢者の生きがいの充実、社会参加など福祉の増進を図るためにシルバー人材センター

を運営し、会員に対し補助的・短期的な就業機会を提供し活力ある地域社会づくりに努め

ました。

■会員数 １７名

■作業受注件数 １４２件（公共３６件・企業４１件・個人６５件）

■履行期間別受注件数 １０日未満 ８５件

１０日以上１ヵ月未満 １２件

１ヵ月以上３ヵ月未満 １０件

３ヵ月以上６ヵ月未満 ７件

６ヵ月以上 ２８件

■就業延人員 ２，１５５名

■契約金額 １２，９２９，９６８円

配 分 金 １０，４２３，３２８円

材料費等 １，１０５，９１８円

事 務 費 １，４００，７２２円

（１０）地域包括ケアシステム(総合事業)への対応の協議
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市町村が取り組みをする包括的支援事業のうち生活支援

体制整備事業について村と事業の進め方等について協議検

討をするとともに先進地の視察研修を行いました。また、

生活支援体制整備事業に配置をされる生活支援コーディネ

ーターの養成研修を職員が修了をしました。

■生活支援コーディネーター養成研修修了 １名

■先進地視察研修 ３月２８日 玉村町

（１１）その他の地域福祉活動

１ 共同募金会事業
共同募金会昭和村支会の事務局として、赤い羽根募金、

歳末たすけあい募金運動を実施しました。

集められた募金は、県内の各福祉施設や福祉団体に配

分されます。

本会では、次のような事業を行っています。

【募金実績】

赤い羽根募金 歳末たすけあい募金

１，１２７，８８５円 １，６１１，２４７円

①戸別募金 949,000円 ①戸別募金 948,500円

募 募

②学校募金 43,040円 ②法人募金 554,297円

金 金

③イベント募金 59,735円 ③職域募金 61,792円

内 内

④職域募金 76,110円 ④その他の募金 46,658円

容 容

⑤その他の募金 0円

【配分事業実績】

赤い羽根募金 歳末たすけあい募金

９３６，２０７円 １，４１１，７３１円

主 ①オムツ給付 186,207円 主 ①出産祝品 705,000円

な ②広報紙の発行 330,000円 な ②年始特別配食 75,000円
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事 ③高齢者敬老慰問 114,000円 事 ③オムツ給付 171,731円

業 ④配食サービス事業 156,000円 業 ④障がい者施設助成300,000円

※主な事業のみ記載していることから合計額とは一致しません。

※群馬県共同募金会からの特別配分は含みません。

２ 敬老福祉大会（事業区分：村共同事業）
多年にわたり社会に貢献された高齢者を敬愛し長寿を祝うともに、地域の社会福祉の向

上に功績のあった個人・団体を表彰るために敬老福祉大会を開催しました。

■６月６日開催

■表彰状（感謝状）の贈呈 ５名・１団体（前年度２０名）

■敬老会 ・ダイヤモンド婚 １１組（前年度７組）

・金婚 ２７組（前年度３９組）

・傘寿 ７５名（前年度７６名）

３ 敬老慰問（事業区分：村共同事業）

９５歳以上の在宅高齢者を昭和村と共に慰問しました。

■３，５００円分相当の「昭和の湯利用回数券」を贈呈。

■９月１３日・３月１７日

■３８名（前年度３２名）

４ 高齢者ふれあい交流会（事業区分：村受託事業）
村内のひとり暮らし高齢者等を対象に、心身のリフレッシュや交流を図りました。

■日帰り交流事業 ２回 延べ６８名

（前年度２回 ６６名）

■宿泊交流事業 １回 参加者２２名

（前年度１回 １７名）

５ 日常生活自立支援事業（事業区分：県社協受託事業）

判断能力が低下している高齢者等の自立支援のため、通帳や印鑑等の保管による金銭管
理を行いました。

■３月現在利用者数 １名（前年度１名）

６ 障がい者施設との連携・助成（事業区分：独自事業）
村内の障がい者施設に対し各種助成事業等の連絡周知を行いました。また、各施設の事

業への助成を行いました。

■たけのこ学園

■くりのみ学園
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■星夜の森学舎 各１０万円（前年度同額）

７ 障がい者職業訓練協力事業（事業区分：独自事業）

本会業務の一部を、村内の障がい者施設へ委託をしま
した。

■実施回数 １４回（前年度１５回）
■延べ訓練者数 ４１名（前年度４５名）

８ ひとり親家庭支援事業（事業区分：独自事業）

ひとり親家庭の学童クラブ保育料の減免を行いました。

■延べ児童数 ２０６名（前年度２８０名）

■減免額 ３８３，６００円（前年度５６８，６００円）

９ 子育支援施設への助成（事業区分：独自事業）

村内の子育支援施設事業への助成を行いました。

■子育保育園 １０万円（前年度同額）

１０ 法外援護費支給事業（事業区分：独自事業）

旅行中に旅費を使い果たした、または紛失した等の理由により、村外への移動が困難な

方に対して旅費の一部を支給しました。

■実績なし（前年度2件）

１１ 火災見舞品贈呈事業（事業区分：独自事業）

火災に遭われた方に火災見舞品を贈りました。

■１件（前年度 実績なし）

１２ 自動販売機の設置運営事業（事業区分：独自事業）

昭和村公の施設利用者の便宜と福祉財源のために、自動販売機を設置し運営しました。

■手数料収入 １，３０３，１３１円

（前年度 １，３７５，０３６円）

■設置場所

①ふれあいグリーンパーク ②多目的屋内運動場

③中野観光トイレ ④赤城原観光トイレ ⑤岩本駅

⑥ふれあい館 ⑦松ノ木観光トイレ

１３ 福祉まつり（事業区分：独自事業）

福祉まつりは、毎年、昭和の秋まつりと同時開催しており、災害時炊き出し体験・福祉
車両の乗車体験・福祉用具の体験等の福祉啓発活動を行いました。

■１０月２日

①福祉バザー ②福祉団体・施設の出店（展）

③赤い羽根募金運動 ④薬物乱用防止啓発活動
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１４ 見守りネットワーク推進事業（事業区分：村共同事業）
村や協力事業所と連携をし、認知症高齢者の方とその家族が

地域で安心して暮らせるよう、日常の見守りと緊急時のネット

ワークを推進しました。

■沼田市認知症にやさしい地域づくりネットワーク
登録事業者数 ２１件 所在不明情報発信数１４件

１５ 安心お守りカード設置事業（事業区分：村・民児協共同事業）
ひとり暮らし高齢者等が自宅で具合が悪くなり救急車を呼

ぶときや離れて暮らす家族に連絡をとるときなどに備えてお

くと安心、便利な安心お守りカードを設置しました。

■３月末現在登録者数 ２１０名

１６ 出産祝金品贈呈事業（事業区分：独自事業）

未来を担う子どもの誕生を祝うために出産祝品を贈呈しました。

■４７件（前年度４８件）

【協力団体】

・民生委員児童委員協議会 ・ボランティア協議会

・更生保護女性会 ・老人クラブ連合会

・手をつなぐ親の会 ・星夜の森学舎

・たけのこ学園 ・昭和中学校吹奏楽部

・江戸芸かっぽれ ・オールスターチアー

・ＪＡ糸之瀬女性部 ・ZEROSENｾﾝﾄﾗﾙｱｶﾃﾞﾐｰ
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６ 学童保育部門

基本目標
「児童や家庭に対しわけへだてなく保育を行い、豊かな愛情を持って
接し児童の健全育成に努めます」

（１）児童が快適に過ごせる環境整備
（２）保護者が安心して預けられる体制づくり
（３）魅力ある学童にするための取り組み

決算額 ２,５７５万円

学童クラブの運営

（事業区分：村公の施設指定管理者事業）

本会では、昭和村から昭和村学童クラブの指定管理を受けて、放課後の留守家庭児を対

象に健康管理、健全な遊びの指導等を行っています。

①東学童クラブ

②南学童クラブ

③大河原学童クラブの３施設の運営を行っています。

■保育料：日額１,０００円

通年利用は月額１０,０００円が上限

■ひとり親家庭や２人目以降の利用は減額があります。

■学校休校日及び夏休み等の長期休校日の受入も行って

います。

※８月１３日～１５日及び１２月２９日～翌年１月３日はお休み

■職員体制

クラブ名 主務指導員 補助指導員 登録指導員

東学童クラブ １人 ２人 １人

南学童クラブ １人 ３人 ５人

大河原学童クラブ １人 ２人 ２人

計 ３人 ７人 ８人

※複数の学童クラブに勤務する登録指導員は勤務日数の多い学童クラブに含める。

■実績

クラブ名 延 べ 児 童 数 １日平均児童数

東学童クラブ ５，２５９人（前年度 ５，７７１人） １８．１人

南学童クラブ １３，７１８人（前年度１０，７９４人） ４７．３人

大河原学童クラブ ８，１６４人（前年度 ７，１７１人） ２８．１人

計 ２７，１４１人（前年度２３，７３６人）
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（１）学童間及び職員間の連絡・連携強化

管理者、事務担当者及び主務指導員で構成をする指導員会議を毎月、主務者会議を毎週、

また日々の各学童クラブにおけるミーティング等を通して学童間及び職員間の連絡・連携

強化に努めました。

■指導員会議開催状況 計１２回

（２）指導員個々の資質向上及び能力を発揮できる環境整
備

指導員個々の資質向上を図るために各種研修会等に指導員を参加をさせました。また、

利根沼田指導員会議を通して利根沼田管内の学童クラブとの情報交換等に努めました。

■主な研修会等

群馬県放課後児童支援員認定資格研修 修了者３名

発達障害を抱える人への理解と対応

利根沼田指導員会議 計１０回

（３）児童が安心していきいきと過ごせる居場所づくり

南学童クラブにおける利用児童数の増加に伴い、村や関係機関の多大なるご理解ご協力

をいただき拡張工事を行いました。

（４）保護者及び関係機関との連絡・連携強化

日々の送迎時やべんりノートを通して保護者との連絡強化を図るとともに緊急時一括送

信メールシステムも適宜活用し感染情報やイベント情報等の発信に努めました。また、新

１年生の保護者に対しては個別面談や利用説明会を開催しました。

年度初めに開催される昭和村小学校学社連携担当者等合同会議に出席し、学校や教育委

員会、放課後子ども教室の担当者との情報交換や連携を図りました。
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（５）防災・防犯訓練の実施

６月には地震発生時に対する避難訓練を、１１月に

は火災発生時に対する避難訓練を各学童クラブで実施

しました。１１月の訓練時には利根沼田広域消防署よ

り消防士の方に来ていただき、指導、講評をしていた

だきました。

（６）イベント、遊び、地域交流の充実

夏休み期間中のイベントとして、県内施設への日

帰りバス旅行を各学童クラブで実施しました。また、

春休み期間中のイベントとして、各学童クラブの児

童と村内ふれあい・いきいきサロン参加者による輪

投げ大会を実施し、地域の方々と交流を深めました。



学童クラブ

【利用者と事業収入の推移】 ※３学童合計値で受託金を含む

年　　度 延べ児童数 事業収入

平成１９年度 20,054人 19,224,400円

平成２０年度 19,801人 19,208,400円

平成２１年度 20,691人 24,168,300円

平成２２年度 20,796人 24,927,900円

平成２３年度 17,744人 23,975,500円

平成２４年度 18,181人 24,228,500円

平成２５年度 22,187人 26,745,300円

平成２６年度 23,262人 27,761,900円

平成２７年度 23,736人 28,307,700円

平成２８年度 27,006人 33,530,800円

【推移グラフ】

20,054人

19,801人

20,691人

20,796人

17,744人
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事業収入 延べ児童数
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７ 福祉センター昭和の湯部門

基本目標
「利用者の意見や社会の変化に合わせて柔軟で迅速な対応を行い、
皆に愛される施設を目指します」

（１）全職員が理解を深め一丸となっての運営内容の検討
（２）利用者のニーズに合わせた設備の拡充
（３）老朽化した修繕箇所への計画的かつ迅速な補修対応

決算額 ３,３７６万円

昭和の湯の運営

（事業区分：村公の施設指定管理者事業）

本会では、昭和村より昭和村総合福祉センター「昭和の湯」の指定管理を受けて、管理

運営を行っています。

■入館者数と事業収入の推移

年 度 延べ入館者数 事業収入

平成１９年度 ９１，４７２人 ３３，８９０，０５１円

平成２０年度 ９８，１４９人 ３３，４６９，４６３円

平成２１年度 ９９，０８４人 ３４，７４２，２７１円

平成２２年度 ９９，６９４人 ３３，２９０，８４６円

平成２３年度 １０２，９９９人 ３５，３１８，３７３円

平成２４年度 ９７，０２９人 ３４，１７８，２４３円

平成２５年度 ９８，３０８人 ３２，９８４，３０１円

平成２６年度 １０３，１９７人 ３４，２５８，３５０円

平成２７年度 １０３，７７４人 ３３，７４５，８８７円

平成２８年度 ９７，７５７人 ３１，４００，２９４円
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（１）事業収入増と支出削減による経営改善

昭和の湯増収検討会議を組織し、職員に対しアンケートを実施するなどサービスの向上
及び増収への取り組みについて検討を行いました。

（２）全職員の機器類への操作対応及び経営参加

実績なし

（３）施設整備の拡充・新設のための協議及び村への要望

浴槽における温度及び湯量調節を自動化する混合サーモスタットの導入、露天風呂屋根
の新設、館内各所における照明のＬＥＤ化について協議し、村へ予算要望を行いました。

（４）施設設備の老朽化度合いの把握及び必要な修繕への
迅速な対応

村への予算要望に合わせ施設設備の老朽化度合いの確認
を行いました。また、ホールカーペット張替工事、玄関上
部壁面の塗装工事、各機器類の故障に対し必要な修繕を実
施しました。

（５）各種イベント・ＰＲ活動の充実

曜日に応じた対象者へのポイント進呈や月１回の無料券配布などの通年イベントに加
え、季節や行事に関連した各種イベント等を実施しました。また、ホームページ及びフェ
イスブックの定期的な更新や利根沼田管内各所へのパンフレット配布を行うなど各種PR
活動を実施しました。

（６）温泉でリフレッシュ事業の継続実施

（事業区分：独自事業）
概ね６５歳以上の高齢者を対象に、昭和の湯までの無

料送迎を行い、温泉利用と地域交流の支援をしました。

■延べ利用者数 １，３７０人

（前年度 １，４１９人）

（７）料金体制についての協議

経営改善の面から料金体制の見直しに係る協議を行いました。平成２９年度から無料券

及びポイントの進呈を抑制し事業収入増を図ることで料金体制については当面の間据え置

くこととしました。



11
6,

47
7

15
8,

08
3

16
6,

82
4

15
7,

07
7

15
0,

10
9

13
8,

70
4

12
4,

81
4

12
8,

41
0

12
3,

89
6

11
7,

99
7

92
,6

30
91

,4
72

98
,1

49
99

,0
84

99
,6

94
10

2,
99

9

97
,0

29
98

,3
08

10
3,

19
7

10
3,

77
4

97
,7

57

0

20
,0

00

40
,0

00

60
,0

00

80
,0

00

10
0,

00
0

12
0,

00
0

14
0,

00
0

16
0,

00
0

18
0,

00
0

８
年
度

９
年
度

１
０
年
度

１
１
年
度

１
２
年
度

１
３
年
度

１
４
年
度

１
５
年
度

１
６
年
度

１
７
年
度

１
８
年
度

１
９
年
度

２
０
年
度

２
１
年
度

２
２
年
度

２
３
年
度

２
４
年
度

２
５
年
度

２
６
年
度

２
７
年
度

２
８
年
度

＜
昭
和
の
湯
＞
年
間
入
館
者
数
の
推
移

人



- 29 -

８ 介護保険部門

基本目標
「法令を遵守しながら、要介護者・要支援者及びご家族の方々との
信頼関係を大切にして利用者個々のニーズに適切に対応したサービ
ス提供を目指します」

決算額 ８,６９５万円

居宅介護支援事業

（事業区分：独自事業）

基本目標
「利用者及びご家族の要望を確認したうえで、専門職として個々の
ニーズと要望に応えられ、残存機能の維持向上に繋がるプランの
提案を目指します」

（１）サービスの質及び職員資質の向上

（２）法令遵守に基づく適正な事業所運営

要介護者又は要支援者や家族の要望をもとに、在宅での介護を支援しています。

具体的には、次のような業務を行っています。

■ケアプランの作成

利用者及びご家族の要望やニーズに合わせたプラン

を作成します。

■サービス事業者との連絡調整

サービス事業者との連絡調整及びサービス利用状況

の確認を行います。

■職員体制 専従職員 ３人

■実績

事業名 延べ利用者数 事 業 収 入

介護事業 １，２３３人 １７，７４３，５１０円

予防事業 ２２２人 ９７５，６００円

計 １，４５５人 １８，７１９，１１０円

（１）個々のニーズに合ったプラン及び定期的な施設利用
の中でも早期退所に繋がり在宅での時間を増やせる
プランの提案
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利用者及びご家族のニーズの把握に努めるとともにそのニーズを反映させたプランの作
成や施設への継続入所を防ぐためのプランの提案に努めました。

（２）職員個々の介護・相談援助技術の向上及び知識の習
得

職員を研修会に参加をさせ相談援助技術の向上に努めました。また、日々の業務の中で
常に振り返りをしながら課題を整理し自己研鑽を図りました。

（３）職員間の連携強化及び情報の共有

定期的なミーティング及び事例検討を通して職員間の連携強化及び情報共有を図りまし
た。

（４）利用者及び家族との信頼関係の確立及び関係機関と
の連携強化

利用者宅及び事業所を定期的に訪問し、家族だけでなく事業所職員との関係を深めるこ
とによって利用者により良いサービスが提供してもらえるよう努めました。

訪問介護事業

（事業区分：独自事業）

基本目標
「居宅にて安心安全に活動できる環境づくりと利用者及びご家族
のプライバシーにも留意しながら、信頼されるサービス提供を目
指します。」

（１）サービスの質及び職員資質の向上

（２）要介護状態の悪化防止

ホームヘルパーが要介護者及び要支援者の自宅に伺い、生活援助や身体介護、通院乗降

介助等を行います。

■営業日 月～土曜日※年末年始を除く

■営業時間 ７時００分～２１時００分

■通院乗降介助は要介護者のみ行っています。

■利用料は介護保険法による利用者に応じた負担です。また、通院乗降介助は別途運

賃（片道４００円）が必要です。

■職員体制

①常勤職員 ４人

＊うち、正規職員 ２人

臨時職員 ２人

②非常勤（登録）職員 １人
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■実績

事業名 延べ利用者 訪問回数 事 業 収 入

介護訪問介護 ２９６人 ３，９７６回 ９，４５５，３３２円

予防訪問介護 ４６人 １７３回 ５６５，１４０円

計 ３４２人 ４，１４９回 １０，０２０，４７２円

■介護輸送サービス １６９回 運賃収入 ６７，６００円

（１）利用者個々の状態に合わせ、安心安全な生活を継続
できるサービスの提供

訪問時に利用者の言動等を傾聴、観察また定期的なアセスメント及びモニタリングを行

うことで利用者の状態や要望を把握し体調変化の早期発見に努め安心した在宅での生活に

繋げました。

（２）職員個々の介護・相談援助技術の向上及び知識の習
得

研修会に参加をし技術向上及び知識の習得、また他事業所との情報交換をすることでよ

り良いサービスを提供出来るよう努めました。

（３）職員間の連携強化及び情報の共有

必要に応じたミーティングと連絡ノートを活用し利用者等に関する情報共有及び職員間

の連携強化に努めました。

（４）利用者及び家族との信頼関係の確立及び関係機関と
の連携強化

「在宅支援ノートほほえみ」の活用と利用者の変化に応じ適宜報告相談をするなど家族
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や関係機関との連携強化に努めました。

（５）新規加算の取得に向けた取り組み

平成２９年度から特定事業所加算の算定に向け、関係職員及び検討会議において協議検

討をするとともに他事業所からの情報収集等を行いました。

（６）総合事業移行への対応

行政及び関係機関が開催をする説明会等へ出席をし円滑に総合事業へ移行出来るよう対

応をしました。

通所介護事業（デイサービス）

（事業区分：独自事業）

基本目標
「利用者の個別化を意識しながら、個々のニーズや要望に応えられ
るサービス提供を目指します」

（１）サービスの質及び職員資質の向上

（２）利用者のニーズに対応できるプログラム・環境の整備

昭和村の通所介護施設「昭和の里」において、送迎、通所により、機能訓練（リハビリ）

や健康チェック、レクリエーション、入浴、食事介助などの介護サービスを行い、１日を

過ごしていただきます。また、外出行事や季節ごとの行事も実施しています。

■営業日 月～土曜日※年末年始を除く

■サービス提供時間 ９時１５分～１７時１５分

※基本は１５時４５分までで

最長２０時１５分

■利用定員 ３５名

■利用料は、介護保険法による利用者に応じた負担

です。

■食費（昼食・おやつ）は、１食５００円です。

食費（夕食）は、１食３００円です。

■職員体制（平成２８年３月現在）

①生活相談員 ３人（兼務有）

②看護職員 ３人（兼務有）

③介護職員 ８人（兼務有）

④調理職員 ２人（兼務有）
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■実績

事業名 実利用者 延べ利用者 事 業 収 入

通所介護事業 ７１９人 ８，５７１人 ６９，１９０，９２７円
（前年７１０人） （前年８，２９４人） （前年６６，９９９，４１２円）

介護予防通所 ５７人 ４０４人 ２，２５２，３６０円
（前年 ７１人） （前年 ５３３人） （前年 ２，５８２，５９０円）

計 ７７６人 ８，９７５人 ７１，４４３，２８７円
（前年７８１人） （前年８，８２７人） （前年６９，５８２，００２円）

年間営業日数 一日平均利用者数

３０８日 ２９．１人
（前年 ３０９日） （前年 ２８．６人）

（１）利用者個々のニーズに合わせたプログラムの見直し
とサービス提供

アセスメント及びモニタリングを定期的に実施し個々の状態、ニーズに合わせたサービ
ス提供に努めました。また、新しいプログラムの導入を行いました。

（２）職員個々の介護・相談援助技術の向上及び知識の習
得

研修会への積極的な参加と職場内研修及び全体会議を通して職員の質の向上に努めまし
た。

（３）職員間の連携強化及び情報の共有

必要に応じてミーティングを開催するとともに月１回の全体会議を通して職員間の意思
統一を図りました。

（４）利用者及び家族との信頼関係の確立及び関係機関と
の連携強化

「在宅支援ノートほほえみ」の活用と利用者の変化に応じ適宜報告相談をするなど家族
や関係機関との連携強化に努めました。

（５）総合事業移行への対応

行政及び関係機関が開催をする説明会等へ出席をし円滑に総合事業へ移行出来るよう対
応をしました。

（６）地域に開かれた施設づくり

定期的なデイサービス新聞の発行や法人ホームページ及び社協だよりを活用しての行事
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報告などを積極的に行いました。また、実習生や福祉教育への協力、各慰問の計画的な受
入などに努めました。

訪問入浴介護事業

（事業区分：独自事業）

基本目標
「利用者個々のニーズに柔軟に対応できるサービス提供を目指し
ます」

（１）サービスの質及び職員資質の向上

訪問入浴車で、看護職員、介護職員がご自宅に伺います。

寝たきりの方、入浴が困難な方等の要介護者の入浴介助を

します。昭和の湯源泉を運んでの入浴もできます。

■利用料：利用料は介護保険法による利用者に応じた負担

です。

■職員体制

看護職員1名＋介護職員２名体制でお伺いし、入浴のお手伝いをいたします。

■実績

実利用者数 延べ利用回数 事 業 収 入

１１人 ４５回 ５２４，３７０円

（前年 １３人） （前年 ４３回） （前年５４０，６９０円）

■利用回数と事業収入の推移

年 度 延べ利用回数 事 業 収 入

平成１９年度 ５１回 ６３７，５００円

平成２０年度 ９８回 １，２２５，０００円

平成２１年度 ５３回 ６６２，５００円

平成２２年度 ５３回 ６６２，５００円

平成２３年度 ６０回 ７５０，０００円

平成２４年度 ５８回 ７３８，１００円

平成２５年度 ４１回 ５２１，７６０円

平成２６年度 ４５回 ５７２，９２０円

平成２７年度 ４３回 ５４０，６９０円

平成２８年度 ４５回 ５２４，３７０円
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（１）利用者個々の状態の把握

バイタルチェックやコミュニケーションを通して利用者の状態観察を行い、体調の把握

と精神面での配慮を行いました。

（２）職員個々の介護・相談援助技術の向上及び知識の習
得

研修会への積極的な参加と職場内研修を通して職員の質の向上に努めました。

（３）職員の連携強化及び情報の共有

必要に応じたケース検討会を開催し職員間の情報共有に努めました。

（４）利用者及び家族との信頼関係の確立及び関係機関と
の連携強化

「在宅支援ノートほほえみ」の活用と利用者の変化に応じ適宜報告相談をするなど家族

や関係機関との連携強化に努めました



居宅介護支援事業　

【利用者と事業収入の推移】

年　　度 延べ利用者数 事業収入

平成２０年度 １，３３３人 １２，９２８，５００円

平成２１年度 １，３１６人 １３，６０６，９４０円

平成２２年度 １，３８０人 １７，４４１，４４０円

平成２３年度 １，３６６人 １７，８３５，５００円

平成２４年度 １，５５５人 ２０，３７３，０００円

平成２５年度 １，４４８人 １８，６９７，２２０円

平成２６年度 １，５１１人 １９，０５９，０９０円

平成２７年度 １，５６８人 １９，７８２，０４０円

平成２８年度 １，４５５人 １８，７１９，１１０円

【推移グラフ】
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訪問介護事業

【訪問回数と事業収入の推移】

年　　度 延べ訪問回数 事業収入

平成２０年度 ３，６８３回 ９，２０７，６９８円

平成２１年度 ３，４０９回 ９，４５３，４３０円

平成２２年度 ３，３２６回 ８，７４０，５８０円

平成２３年度 ３，０７６回 ８，３５８，６４０円

平成２４年度 ３，６８２回 ９，７２２，２３６円

平成２５年度 ３，６５４回 ９，２１１，８４８円

平成２６年度 ４，１１９回 ９，７３５，８０８円

平成２7年度 ４，３４１回 ９，７３４，２３１円

平成２８年度 ４，１４９回   １０，０２０，４７２円

【推移グラフ】
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通所介護事業

【利用者数と事業収入の推移】

年　　度 延べ利用者数 事業収入

平成２０年度 ９，２８４人 ７６，２９５，４８３円

平成２１年度 ９，０６４人 ７４，０２１，３２６円

平成２２年度 ８，９９７人 ７７，２９７，６２０円

平成２３年度 ８，７４０人 ７６，９９８，０００円

平成２４年度 ８，５０８人 ７０，６４８，４１８円

平成２５年度 ７，４４７人 ６０，２８６，２６２円

平成２６年度 ８，１４２人 ６６，０９４，９０５円

平成２７年度 ８，８２７人 ６９，５８２，００２円

平成２８年度 8，９７５人 ７１，４４３，２８７円

【推移グラフ】
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９ 障害福祉サービス部門

基本目標
「利用者個々のニーズを的確に把握し、そのニーズに合わせたサー
ビス提供を目指します」

（１）幅広い障害福祉サービス利用者の理解
（２）利用者個々のニーズに合わせたサービス提供

決算額 １６６万円

１ 居宅介護及び重度訪問介護事業（事業区分：独自事業）

障がい者や障がい児を対象に、ホームヘルパーが自宅を訪問し、身体介護、生活援助、

通院乗降介助及び生活相談等を行いました。

■利用料：利用料は障害者総合支援法による負担です。

通院乗降介助は別途運賃（片道４００円）が必要です。

■居宅介護事業 延べ訪問回数 ７７４回

（前年度 １，２１２回）

１ヵ月平均利用者数 ９．８人（前年度１０．８人）

事業収入 １，５８５，７６０円（前年度２，１６５，９６０円）

■重度訪問介護事業 実績なし（前年度 実績なし）

２ 移動支援事業（事業区分：村受託事業）

障がい者や障がい児を対象に、ホームヘルパーが自宅を訪問し、病院等への移動を支援

しました。

■利用料 片道 ４００円

村要綱による金額

■延べ訪問回数 ４８回（前年度５０回）

１ヵ月平均利用者数 ２．８人

（前年度 ２．９人）

■事業収入 ８３，１５０円（前年度８０，７００円）

（１）職員個々の介護技術の向上及び知識の習得

職員を積極的に研修会に参加をさせるとともに職場内研修等を通して介護技術の向上及

び知識の習得に努めました。
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（２）利用者の理解とニーズの把握

利用者個々の障がいの特性への理解を深めるとともにその特性に配慮をしながらニーズ

の把握に努めました。

（３）利用者個々のニーズに合わせたサービスの提供

利用者個々の障害の特性に配慮をしながらニーズを把握し、そのニーズに合わせた適切

なサービス提供を心掛けました。
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１０ 在宅福祉サービス部門

基本目標
「関係機関との連携を密にしながら、社会福祉協議会として地域住
民に信頼されるサービス提供を目指します」

（１）サービスの質の向上

（２）関係機関との連携強化

決算額 ３１１万円

（１）利用者のニーズに合わせたサービスの提供

１ 介護者の集い（事業区分：村受託事業）

在宅で介護を続けている家族の方を対象に、介護者の

慰安もかねて情報交換会を年２回行いました。

■①６月２４日 ２１人

②２月１０日 １７人

＊参加者合計 ３８人(前年度４４人）

２ 介護用品支給事業（事業区分：村受託事業）

村内に居住する概ね６５歳以上で要介護４・５の方、認知症高齢者・重度身体障が

い者等で寝たきり状態、失禁状態にある方、また療育手帳Ａを持っていて失禁状態に

ある方に年間７万５千円を限度にオムツを給付しました。

■延べ利用者数 ２２人（前年度３０人）

３ 食の生活自立支援事業（事業区分：村受託事業）

村内に居住する概ね６５歳以上のひとり暮らし高齢

者及び高齢者のみの世帯を対象に原則週２回お弁当を

配達し栄養面の管理と併せ安否確認をしました。

■利用料 １食２００円

■延べ配食数 １，３７６食（前年度１，３３９食）

４ 生活支援型訪問家事援助事業（事業区分：村受託事業）

在宅で日常生活を営むのに支障がある高齢者に対して、適切な生活援助を行いました。

■対象者 概ね６５歳以上の在宅虚弱高齢者等

■利用料 基本１回１時間 １５０円
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■延べ訪問回数 ４８回（前年度２７回）

５ 地域支援介護予防通所事業（事業区分：村受託事業）

要介護認定が「非該当」の人を対象とする介護予防サービス事業で、市町村が運営主

体となって支援します。「ふれあい館」において、概ね６５歳以上の在宅虚弱高齢者等

に対し、日常動作訓練や生活相談などのサービスを行いました。

■利用料 １回 １,０００円

（基本４００円、送迎１００円、食費５００円）

■延べ利用者数 ２３０人（前年度２５８人）

６ オムツ給付事業（事業区分：独自事業）

村内に居住する概ね６５歳以上の高齢者及び障がい

者(児)で常時オムツを使用している方に年２回（６月

・１２月）オムツを給付しました。

■延べ利用者数 １４５人（前年度１３３人）

７ 福祉用具・福祉車両の貸し出し（事業区分：独自事業）

要介護者や障がい者の方の自立生活の助長と本人並び

に介護者の負担軽減を図るために、車椅子やベッド、車

いす等のまま乗り降りできる福祉車両等を貸し出しまし

た。

■【福祉用具】延べ利用者数 １２人（前年度９人）

■【福祉車両】延べ利用者数 １３人（前年度７人）

８ 緊急通報装置設置支援事業（事業区分：独自事業）

村が行う緊急通報装置の設置支援の対象とならない二人暮らし老人世帯や障がい者

の方など緊急通報装置が必要な世帯へ設置の支援をします。

■設置工事費は全額社協で負担、毎月の使用料は利用者負担

■過去８年実績なし

９ 寝具洗濯乾燥消毒サービス事業（事業区分：独自事業）

在宅の寝たきり高齢者や心身の障がい及び疾病等の理由により寝具の衛生管理が困

難な方々を対象に社協が利用料の半分を負担し年２回寝具の洗濯乾燥サービスを提供

します。

■生活保護世帯・住民税非課税世帯は無料

■過去７年実績なし
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１０ ケア輸送サービス（事業区分：独自事業）

一般の公共交通機関を単独では利用困難な方々を対象

に、介護職員が事業用自動車により安心安全な移動サー

ビスを行いました。

■利用料 ３０分 ２，４９０円

（村からの助成対象者は、２５０円）

■延べ輸送回数 ３９回（前年度３８回)

（２）地域包括支援センター等関係機関との連携強化
及び地域への周知

地域包括支援センターと必要に応じて、サービス及び利用者に関する情報交換を図ると

ともに、在宅福祉サービスのパンフレットを活用し地域への周知に努めました。

（３）地域におけるニーズに合わせたサービスの検討

担当係において、適宜サービス内容の見直しや充実を図るための取り組み等について協

議・検討をしました。



社会福祉法人

昭和村社会福祉協議会


